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概要 
製造業のバリュー チヱ一ン において。 いわゆるスマイルカーブが 形成されていないことが 問 

いる。 本論文 は 、 大企業 20 社に対するヒアリンバから。 製造業の今後のサービスビジネス 化に向けての 課 

を 指摘するとともに、 先のスマイルカーブの 間 解決にに次世代高度メンテナンスシステ 

構築に関する 技術開発の必要性を 提言する。 

  

出する付加価値 額が GW  に占める割合 

は 。 年々。 緩やかな 下 傾向にあ り、 サービス業の 増 

大の影響により。 製造業の占有率が 相対的に低下して 

いる㈲。 また。 日本の産業構造の 変化を概観すると、 

全産業の実質算出額に 占める製造業の 割合は、 1980 年 
  

代 で全体での M% を 占めていたが。 長期にわたり 全体 

的に低下する 傾向が続き。 その替わりにサービス 業を 

含む第 3 次産業が 穏 20 年には過半数を 占める水準に 

到達すると予想されている         

器の経営分析などにおいては、 部品製造や サ 
                                  鮭 的 俸 ㏄ 俺 

いったバリューチェーンの 両端に位置する 投 函 円 わが国の製造業の G P における割合 

隅 での収益性が 高く、 製品，製造や 販売といったバリュ け用 : 経済産業省㎏のつくり 白書 托 ㏄ 年 」 

一 チェーンの中央に 位置する段階での 利益率が低くな 

るとするスマイルカーブが 形成されていない 現状を懸念する 見方があ る (3) 。 

そこで " 筆者ら ほ 製造業における 事業構造の変化、 及びサービス 業への期待や 関心について、 大企業 初 

仕に 対しアンケートとヒアリンバによる 調査を実施した。 

本論文は。 産業構造のサービス 化が進む将来し 向け、 製造業が発展するための 課題と解決策を 調査結果 

に基づいて検討したものであ る。 

に関するアンケート 調査 
アリングに よ る調査を以下の 方法で実施した。 

る よ 回答を得た上で、 インタビューを 実施する、 アンケート。 ヒアリ 

ング調査方法を 採用した。 

は ) 調査対象企業 
経済産業省発行の「ものつくり 白書 2005 」けの分類に 準拠 し 。 製造業を以下のように。 素材産業、 中間 

ヰ 産業、 ㌻ C 産業の 3 つに 分類した。 

調査は。 グループ経営により 下記に示した 産業を統合的に 運営している 大企業 為 社を対象として 実施し 

た 。 回答は各社の 事業部ごとに 曜件 として集計した。 
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[ 産業の分類 コ 

素材産業 製造している 産業 群 

産業 : 素 林産業から材料等を 入し、 中間加工して R-R でビジネスをしている 産業 群 

入し、 中間加工して 許 c でビジネスをしている 産業 群 

日本製造業の 具体的動向調査を 実施する 
に 当たり。 以下の視点から 調査した。 

  製造業のサービスビジネ 

現状と動向 

  製造業の製造業務に 関する考え方 7 

ビスビジネスの 実施 

  

サービスビジネス 化の方針   
    

大半の製造業は、 サービスビジネス 化に 15 

向けた戦略を 持っており。 産業群別に見る     

と 。 素材産業 群が モノ作りに特化した 事業     

展開を志向している 一方で。 中間 8 ヰ 産業   
群 。 肘 c 産業静は サ ビジネス化を 志 

向 している傾向が 見 。 (% きⅡ ひ 
薄 サービスビジネス 実施状況 

素材産業、 申 間 産業、 ㌻ c 産業によ 

  。 それぞれ取り 組みが異なっていること 図 -2  サービスビジネスの 実施状況 

が 分かった。 

産業 群 並びに㌻ C 産業 群は シス 

テ ムインテバレーション " メンテナンスザービス。 シ 

ステム運用サービスにバリューチェーンの 拡大を志向 組繍体制の変更 

しており。 素材産業 群はデ リバリーサービス。 トレイ マネジメ 

サビ リディーサービス、 製品情報提供サービス、 技術 サ ーヒス 産 襄 との関係 

指導サービスにバリュ @ チェーンの拡大を 志向してい 

た 6 図 - 残 。 従って。 調査対象の企業は 概ねサービス ビ 

ジネス化への 取り組みに積極的であ ると判断できる 結 翻規 事業の創出 

果 であ った ， 市場。 環鋒備 報の収集 

翰 サービス化促進のための 課題 その他 ( 技術強化 ) 

情報化の推進 " 人材の育成。 新規事業の創出が 他の 
0  10  2 ロ ㏄ 40  50  ㏄ 70 

に 比べて相対的に 多く選択され、 次いで、 組織体 
ヰキ娑女 

制の変更、 マネジメント 手法の確立 サ - ビス産業と 図 -3  サー ビ ス 、 ビジネスの実施状況 

の 関係、 組織や組織運営に 関する 課 続 と し つ 。 １ １ １ 頁 @ 

いた。 ( 図 -3) 過去の経験やノウハウが 新しいビジネスに 通用しないと 意識していることが、 人材や組織面に 対 

する問題意識 や 、 マネジメント 手法の確立に 高い問題意識を 感じているという 結果に現 わ 

  



藩 サービス化に 向けたイノベーションを 起 
専門能力や箱 識 

こすための 課 
独自性。 目新しさ 

「サービスにより 高い付加価値を 付けて 

いく活動 コ が重要と認識される 傾向であ った。 
価稗 

( 図一つまた。 サービスビジネス 実施の強み サ ーヒ きめの スの充実度 翻 かさ 

を 更に強化するための 課題においても「大村 迅速 億 

の 育成。 研修」や「新規事業の 創出」に つ い 
サ ーヒス 範囲の広さ 
メニュ一の 藝 % さ 

て 強く認識されている 傾向があ った。 信頼性。 機密性 

一方。 市場動向などの 新しい情報収集に 積 顧客 % 弱に精通 

極 的であ るが、 情報の蓄積などには 必要性を 
している 

感じていない 傾向や「社員の 意識改革Ⅰの 必 
企翼 規模。 知名 簿 

要 ，性を挙げていることも 特徴的であ った。   20 時 Q 8O 80       
件数 

強みをさらに 強化しようとする 場合、 やは 図 -4 サービス化に 向けたイノベーションを 起こすための 課 

り 人材であ り。 社員の意識を 新しい流れ江 、 

新しい価値観にシフトしていくことが 肝要と考 

えていることが 明確な結果であ った。 表 せ 製造業務に対する 考え方 

は ) 製造業の製造業務に 関する考え方 
藩 製造業務に対する 考え方 ( 泰 - 舖 

素材産業 群で 縮退すると考えている 事業領域 は、 

銅線ケーブル 事業、 セメント事業、 タイル。 

事業で、 今後拡大していく 事業としては、 競争 優 

位 モノ。 y 一事業、 膜 事業。 機能性樹脂事業、 ケミ 

力ル 事業 " ファーマ事業、 光部品事業、 自動車部 
一 ディスク事業、 エレクトロニクス 

事業などであ った。 

葉群。 ㌻ c 産業 群 における縮退する 
ノウハウの 聲手 れの 

と 考えている事業領域 は 。 七本事業、 ブラウン管 

テレビ事業、 セキュリティ 一のシステムインテ グ   

レーション事業であ った。 また。 今後拡大してい 

る 事業としては 多くの事業が 挙げ 

られ。 リフオーム事業、 建設事業、 資源。 環境 事 

業 。 ライフサイエンス 事業、 航空。 宇宙事業、 精 

密 電子事業。 電子 機器事業、 映像 
事業、 プリンタ事業、 情報通信事業。 液晶テレビ   

ガスタービン 類メンテナンス 事業、 シス デ 

サービス事業。 システム関しサービス 事業、 

エンジニアリンバ 事業などであ った。 
  @ む @ 室   

海外展開で拡大する 事業と捉えているものは、 

素材産業 群 では 紙 パルプ製品 婁業が 。 中間㌻ ヨ 産業 

縮退すると考えられている 事業については " 製造。 製作業務を管轄する 組織のスリム 化を考えているが、 全 

的に。 より先端的製造技術に 特 ィ 比していく姿勢がみられた。 一方、 コモ デイテイー化する 製造技術については。 

グループ内関連企業にシフトする 考えが主流であ ったが、 関連する製造技術を 有している企業を 

も 台頭している。 連結べ - ス外の企業に 任せる傾向 は 。 現時点では 極 僅かであ った。 
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ま 「製造業務の 効率化」をあ げていたが。 中には「一貫生産の 強みを生かすが、 

活用する。 」との意見もあ ったことを付記する。 

藩 製造。 制作業務に関する 課題 

特に。 「シニア。 エンジニアの 知識。 / ヴ ハ ウ の若手への継承」、 「コア。 コンピタンスの 強化」が大きな 

題 となっていることが 分かる。 ついで、 「周辺技術領域への 拡大」、 「部品。 材料の確保」。 トラブル時の 対応 

体制」、 「要員の他業務への 流動化」をあ げ、 「機密保持。 特許権 の活用」 ほ あ まり選択さ なかった ( 図 - 翰 。 

サービスビジネ 

アンゲートの 結果から以下の 

( 五 ) 製造業のサービス ビジ 

約 7 割弱の企業が、 サービスビジネス 化の方針を有しており、 その推進には、 自社のコアテクノロジ 一に関 

する専門知識の 活用を優先的に 考えている。 課題としてほ 人材育成と情報化であ り。 実施しているサービス ビ 

ジネスについては。 高 付加価値化ならびに 収益化を挙げている。 

(2) 製造業の製 え方 
製造業の大半は 、 コアテクノロジ 一ならびに周辺技術を、 連結べ ー スで、 自社内に蓄 

活用することを 志向し。 特に素材産業においてその 傾向は強い。 

  まとめ 

製造業の今後のサービスビジネス 化に向けての 課 を 踏まえ、 部品製造やサービスといったバリュー チ ヱ一 

ンの 両端に位置する 段階での収益性を 向上し、 スマイル ヵ 一ブ を 形成するための 施策を提言する。 

全体的に。 人材育成や知識継承を 重視する傾向があ ることは。 将来。 T T 化などの技術的な 

識の蓄積、 知識継承が十分に 実現される可能性に 加えて " 現在のべテランシニアを 社会的に利 

闘 っくりが民間だけでなく 産学連携や政策的な 面からも対策を 必 とする課題であ る。 

また。 メンテナンス 関係のサービスビジネス 化を志向しながら。 新規事業の創出。 情報化の推進。 マネジメ 

を 課題として認識していることから、 製造業が志向するサービスビジネスは 写 活用と深く関 

機器からメンテナンスに 必要なデータを 取り出すセンシンバ 技術，多種多 な センサーデ - 

動 描出する知的双処理技術、 抽出データから 故障予測や原因分析を 行 うヂ 一夕分析 ノ ア イ二 

ング技術、 更には各種情報を 活用して最適メンテナンス 計画や最適利用言 

故障や保守。 利用計画に伴 う 様々なリスクを 評価するシミュレーション や 

学習機能に関する 技術など。 次世代高度メンテナンスシステム 構築に関わる 技術開発は。 製造業の今後の ザ一 

ビスビジネス 化の流れにおいて 重要性を増すものと 考えられる。 
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